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(百万円未満切捨て)

１．2026年９月期第３四半期の業績（2025年10月１日～2026年６月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年９月期第３四半期 12,384 7.8 54 67.3 65 △21.4 10 △73.6

2025年９月期第３四半期 11,486 △0.5 32 △82.6 83 △57.3 39 △57.7

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年９月期第３四半期 2.32 －

2025年９月期第３四半期 8.84 －

（注）当社は、2026年８月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益を算定しております。

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2026年９月期第３四半期 11,402 7,332 64.3

2025年９月期 13,269 7,474 56.3
(参考) 自己資本 2026年９月期第３四半期 7,332百万円 2025年９月期 7,474百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年９月期 － 0.00 － 150.00 150.00

2026年９月期 － 0.00 －
2026年９月期(予想) 45.00 45.00

(注) １.直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

(注) ２.当社は、2026年８月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。2025年９月期につ
いては、当該株式分割前の実際の配当額を記載しております。2026年９月期（予想）については、当該株式分
割後の数値を記載しております。

３．2026年９月期の業績予想（2025年10月１日～2026年９月30日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 19,100 5.4 820 △2.9 830 △8.6 500 △16.8 112.22
(注) １.直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ：無

(注) ２.当社は、2026年８月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期首
に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2026年９月期３Ｑ 4,542,288株 2025年９月期 4,542,288株

② 期末自己株式数 2026年９月期３Ｑ 82,044株 2025年９月期 91,788株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年９月期３Ｑ 4,455,372株 2025年９月期３Ｑ 4,444,282株

（注）当社は、2026年８月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に
当該株式分割が行われたと仮定して、発行済株式数（普通株式）を算定しております。

※ 添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査
法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期累計期間における我が国の経済は、雇用・所得環境の改善による穏やかな回復の継続が期待される

一方、物価上昇や人手不足による景気減速懸念もあり先行き不透明な状況で推移いたしました。また、世界経済に

おいても、米国の関税政策の影響や中東情勢の緊迫化に伴う資源価格への影響等、依然として不透明な状況が続い

ております。

このような環境の中、当社におきましては、入替需要の喚起や備品関連の更新に向けた営業活動に注力するとと

もに、学校給食以外の集団給食分野に向けた営業活動や資材価格高騰への対応、厨房設備の省人化・省力化に対応

した製品開発に向けた研究開発活動の促進等を前期より引き続き取り組んでまいりました。また、シンガポールで

開催された「FHA2026-Food＆Hospitality Asia」への出展をはじめとした新市場開拓にも注力するとともに、当社

の最繁忙期である第４四半期会計期間に向けた生産体制の準備を進めてまいりました。

以上の結果、当第３四半期累計期間の売上高は、123億84百万円（前年同期比7.8％増）となりました。利益面に

つきましては、営業利益は54百万円（前年同期比67.3％増）、経常利益は65百万円（前年同期比21.4％減）、四半

期純利益は10百万円（前年同期比73.6％減）となりました。なお、業績に関しては、学校給食分野での一括受注案

件の増加により売上高及び営業利益が前年同期比増となった一方、経常利益及び四半期純利益は、前事業年度にお

いて一時的な営業外収益が発生したことにより前年同期比において減少しておりますが、当期初予算に対して順調

に推移しております。

当社の売上高は通常の営業形態として、第１、第３四半期会計期間に比べて第２及び第４四半期会計期間に多く

なるといった季節的変動があります。また、当社の事業セグメントは業務用厨房機器の製造・販売及び保守修理の

みの単一のセグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しております。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ18億67百万円減少し、114億２百万円となりました。

これは主に、現金及び預金が７億35百万円、受取手形及び売掛金並びに電子記録債権が19億59百万円減少したこと

などによるものであります。

負債合計は、前事業年度末に比べ17億25百万円減少し、40億69百万円となりました。これは主に、支払手形及び

買掛金並びに電子記録債務が16億94百万円減少したことなどによるものであります。

純資産合計は、前事業年度末に比べ１億41百万円減少し、73億32百万円となりました。これは主に、利益剰余金

が１億56百万円減少したことなどによるものであります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2026年９月期の業績予想につきましては、現時点において変更はありません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2025年９月30日)

当第３四半期会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,485,574 2,749,967

受取手形及び売掛金 3,515,688 1,816,774

電子記録債権 618,717 358,462

商品及び製品 1,074,196 1,580,842

仕掛品 898,393 1,068,395

原材料及び貯蔵品 412,936 532,838

その他 45,936 239,354

貸倒引当金 △36 △19

流動資産合計 10,051,408 8,346,615

固定資産

有形固定資産

建物 4,056,958 4,059,338

減価償却累計額 △2,879,486 △2,938,023

建物（純額） 1,177,471 1,121,314

土地 1,012,183 1,012,183

その他 1,545,584 1,552,153

減価償却累計額 △1,224,738 △1,291,315

その他（純額） 320,846 260,838

有形固定資産合計 2,510,500 2,394,336

無形固定資産 16,338 15,915

投資その他の資産

繰延税金資産 498,137 470,655

その他 283,624 264,841

貸倒引当金 △90,323 △90,293

投資その他の資産合計 691,437 645,202

固定資産合計 3,218,276 3,055,454

資産合計 13,269,685 11,402,070
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(単位：千円)

前事業年度
(2025年９月30日)

当第３四半期会計期間
(2026年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,229,211 951,069

電子記録債務 1,882,964 466,137

短期借入金 230,000 120,000

未払法人税等 109,871 －

賞与引当金 460,000 227,623

製品保証引当金 14,436 17,311

その他 715,075 1,203,745

流動負債合計 4,641,558 2,985,887

固定負債

退職給付引当金 937,282 904,653

資産除去債務 17,031 17,031

長期未払金 73,520 73,520

その他 126,030 88,612

固定負債合計 1,153,865 1,083,818

負債合計 5,795,423 4,069,705

純資産の部

株主資本

資本金 799,549 799,549

資本剰余金 271,620 276,474

利益剰余金 6,460,114 6,303,598

自己株式 △66,947 △59,868

株主資本合計 7,464,336 7,319,754

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,925 12,610

評価・換算差額等合計 9,925 12,610

純資産合計 7,474,261 7,332,364

負債純資産合計 13,269,685 11,402,070
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（２）四半期損益計算書

第３四半期累計期間

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 2024年10月１日
至 2025年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自 2025年10月１日
至 2026年６月30日)

売上高 11,486,085 12,384,507

売上原価 8,322,585 9,020,313

売上総利益 3,163,499 3,364,193

販売費及び一般管理費 3,131,182 3,310,117

営業利益 32,317 54,076

営業外収益

受取利息 967 1,017

受取配当金 43,202 512

受取家賃 6,366 9,386

その他 3,363 3,551

営業外収益合計 53,900 14,468

営業外費用

支払利息 1,206 1,414

支払手数料 998 998

その他 569 545

営業外費用合計 2,775 2,958

経常利益 83,441 65,586

特別損失

固定資産除却損 0 －

特別損失合計 0 －

税引前四半期純利益 83,441 65,586

法人税、住民税及び事業税 32,072 28,962

法人税等調整額 12,079 26,246

法人税等合計 44,151 55,208

四半期純利益 39,290 10,377
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当社は、2026年１月22日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として自己株式2,477株の処分を行

いました。この結果、当第３四半期会計期間末の自己株式は、７百万円減少し、59百万円となりました。

（セグメント情報等の注記）

当社の事業は、業務用厨房機器の製造・販売及び保守修理であり、単一のセグメントであるため、記載を省略し

ております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期累計期間
(自 2024年10月１日
至 2025年６月30日)

当第３四半期累計期間
(自 2025年10月１日
至 2026年６月30日)

減価償却費 123,987千円 125,536千円

（重要な後発事象）

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2026年６月23日開催の取締役会に基づき、2026年８月１日付けで株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変

更を行っております。

１．株式の分割について

（１）株式分割の目的

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、投資家の皆様がより投資しやすい環境を整え、投資家層

の拡大と当社株式の流動性の向上を図ることを目的としております。

（２）株式分割の概要

①分割の方法

2026年７月31日を基準日として、最終の株主名簿に記録された株主の所有普通株式１株につき、４株の割合をもっ

て分割いたしました。

②分割により増加した株式数

株式分割前の発行済株式総数 1,136,072株

今回の分割により増加した株式数 3,408,216株

株式分割後の発行済株式総数 4,544,288株

株式分割後の発行可能株式総数 15,200,000株

（注）2026年７月10日付けでストック・オプションの権利行使により株式総数が2,000株増加しております。

③分割の日程

基準日公告日 2026年７月16日（木曜日）

基準日 2026年７月31日（金曜日）

効力発生日 2026年８月１日（土曜日）



日本調理機株式会社(2961) 2026年９月期 第３四半期決算短信

6

④資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額に変更はありません。

２．株式分割に伴う定款の一部変更について

（１）定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第2項の規定に基づく取締役会決議により、2026年８月１日をもって、当社

定款の一部を変更いたしました。

（２）変更の内容

（下線部は変更部分を示します）

現行定款 変更後定款

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

3,800,000株とする。

（発行可能株式総数）

第６条 当会社の発行可能株式総数は、

15,200,000株とする。

（３）変更の日程

取締役会決議日 2026年６月23日

効力発生日 2026年８月１日
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３．その他

継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。


